
り協 市民が現役世代に培った経験やスキルをまちづくりに活かし充実したセカンドライフを過ごせるよう、市民
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 団体等とのマッチング機会を設けて市民公益活動等への参画を促し、市民の力をまちづくりに活かしつつ、
展開方向

団体の情報を提供します。 参加者の健康寿命延伸を目指す。
〇　イベント「市民のチカラまつり」の実施 ４月　参加団体の募集、企画案の検討、関係機関等との調整
　市民と市民団体等とが交流できる企画や講演会などを実施する。 ５月～８月　実施に向けた準備・ＰＲ
〇　若い世代が市民公益活動に関わるきっかけづくり 当該年度 ９月　市民のチカラまつりの開催
〇　市内の学校との連携　 執行計画 ４月～３月　我孫子市市民公益活動支援指針の見直しのための基礎資料の作成

(3)事業内容 内　　容 〇　平成32年度に「我孫子市市民公益活動支援指針」の見直しを行う。

イベントへの来訪者数 想定値 2,500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 2,488

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 44 10

令和 2年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 20

令和 3年度 まちづくり活動に参加する人の数を増やす 直接 担い手対策事業を通して活動を始めた人の人数 人 30

あびこ市民活動ステーション指定管理者が行うイベント（市民のチカラまつり）を、学生など若い世代に市民公益活動へ参加を
(7)事業実施上の課題と対応 促すために、効果的なアプローチ手法を検討する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8 消耗品費（ＰＲチラシ、資料等） 8
印刷製本費 15 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 622 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663
調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 675 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 226 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663 調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 663
調整業務を行う２号嘱託職員0.26人 675 普通旅費 6 3 普通旅費 6 普通旅費 6
普通旅費 11 研修旅費 11 6 研修旅費 11 研修旅費 11
研修旅費 15 研修負担金 20 9 研修負担金 20 研修負担金 20
研修負担金 36 ＊ 通信運搬費 394 381 ＊ 市民活動支援指針改定 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,435 合　　計 1,765 1,255 合　　計 1,371 合　　計 1,371
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,435 1,765 1,255 1,371 1,371

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,350 1,326 1,326 1,350 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,515 4,845 4,335 4,451 1,371
(11)単位費用

1.81千円／人 1.94千円／人 1.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎える中、シニア世代がやりがいのある生活を過ごし、健康に過ごせる期間を伸ばすことが求められている。 ●①事前確認での想定どおり
また、地域の活力を維持していくためには、自ら地域の課題解決を図り、まちづくりに関わる人材を増やす必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市内の市民活動団体にとっては、活動の担い手の確保が一層重要な課題となっており、市としてもシニア世代から若い世 ○要
   背景は？(事業の必要性) 代まで幅広い年代で、まちづくりへの参画する人を増やす取り組みが求められている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

健康寿命延伸のためには、市民団体の活動に参加するなど、地域に出ることが必要である。
また、市民団体等と出会うことで活動のきっかけを得ることができる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった  事務局として、庁内・市民活動団体等の関係機関と実施企

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 画の内容や会場の調整を行った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の  
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り イベントの企画、準備、運営については指定管理者を中心に 市民活動ステーション指定管理者が主体となり、企画検討及 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 、市民活動団体と市が意見交換しながら実施している。 び実施、市民活動団体との調整等を担っており、円滑な市民 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 活動サービスを提供できている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している また、市との連絡調整も円滑である。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他  

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 準備段階ではメールを活用し、紙の使用量を削減している。 会場の開催案内や連絡等はメーリングリストを活用した。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している また、会議や打合せは必要最小限にし、全体の省力化を図っ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ている。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他  ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
44 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

イベントを通して市民活動の重要性が理解された。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 44 440
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,845 △330 4,335 89.47
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

市民活動ステーションに登録している団体へアンケート調査を行った結
果、想定より多くの人が市民活動を始めていることが分かった。

△7.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市民活動団体へのアンケート調査の結果、想定よりも会

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 員数が増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

人 10万円 1.01 480.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
多様な市民団体が参加しており、他分野の交流だけでなく、分野を超えた情報交換や学びの機会となっていることから、現状通り推進していく
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 161 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動の担い手を増やすための取組 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,845 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづく



とにより、自立して安定した組織運営を図る。
施策目的・

(2)目的 た、あびこ市民活動ステーションを中心に市民活動支援事業を展開するとともに、公募補助金制度等による 事業目的
展開方向

支援も行います。さらに、市民活動団体や自治会、まちづくり協議会等との連携を図ります。
補助金交付を希望する市民活動団体を公募し、補助金等検討委員会の審査を経て交付する。 ・４月中旬（４月１６日号広報あびこで公募）から８月１日：公募期間
・公募対象：営利を目的としない、市民生活の向上及び市民の利益につながる公益的な活動を行う団体 ・７月～１０月：補助金等検討委員会による審査。
　　　　　　5名以上で構成。活動拠点が市内にあり、市内において活動している団体。（政治、宗教を主 当該年度 ・１１月：補助金等検討委員会から市へ提言書提出
　　　　　　たる目的とする団体は除く） 執行計画 ・１１月中旬：審査結果が不採択となった団体を対象とした公開ヒアリング

(3)事業内容 内　　容 ・補助対象：報償費/交通費/消耗品及び原材料費/保険料/印刷製本費/備品費等 ・１２月～１月：補助金等検討委員会の提言と公開ヒアリングをもとに採択・不採択を決定
・補助金の範囲：補助対象経費の１００分の１０から１００分の５０ ・３月：補助金交付団体の実績報告の確認
・補助金等検討委員会：市内のどの団体にも属していない客観的に判断できる人、我孫子市のＯＢを除く学 交付団体数 想定値 10当該年度
　　　　　　　　　　　識経験者・行政経験者の市民５名で構成。 単位 団体

活動結果指標 実績値 9

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 1 1

令和 2年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 3

令和 3年度 一定期間補助金を交付したのち自立して活動する団体を育成する。 直接 一定期間交付後、引き続いて再申請しない団体数 団体 5

継続的に交付している団体が多くなっているため、資金的に自立できるような支援策との連携していく必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公募補助金 2,407 公募補助金 2,072 1,878 公募補助金 2,072 公募補助金 2,072
消耗品費 2 消耗品費 2 1 消耗品費 2 消耗品費 2
調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 450 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433 406 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433
調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 450 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433 148 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433 調整業務を行う２号嘱託職員0.17人 433

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,309 合　　計 2,940 2,433 合　　計 2,940 合　　計 2,940
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,309 2,940 2,433 2,940 2,940

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0
正職員人件費 4,400 4,400 4,400 4,400 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 900 866 866 900 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,709 7,340 6,833 7,340 2,940
(11)単位費用

642.42千円／団体 734千円／団体 759.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域のさまざまな課題を解決していく市民の自主的なまちづくり活動を一層すすめるため、市民ニーズに応じた活動への ●①事前確認での想定どおり
資金的な支援や、自立して継続的に活動できるための資金的な支援が必要となっている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 市では、効果的にまちづくり活動を支援していくために、平成１２年から補助金を公募制として、補助金等検討委員会に ○要
   背景は？(事業の必要性) よる審査を導入し、補助金を交付している。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内の市民活動の中には財政基盤の弱い団体も多く、自立して継続的に活動できるための資金的な支援が必要となってい
る。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・補助金を希望する団体の公募、補助金等検討委員会（第三

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 者機関）による審査を経て採択団体の決定
□その他 　促進された ・採択された団体への補助金の交付事務

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・市以外に様々な分野の市民活動団体を対象とした継続的な
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 資金支援の仕組みがない。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民5人で構成される補助金等検討委員会が補助金を審査す 公募団体の審査は、補助金等検討委員会（５名）が行ってい ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り る仕組みとなっている。 る。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 資料作成に当たり省資源化を図る。 補助金手続に関する連絡や検討委員会への連絡はメール等を ●①想定どおり
□②生き物と共存している 活用し省資源化を図っている。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(団体) 目標値(b)(団体) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(団体) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

団体が補助金の交付申請を辞退したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,340 369 6,833 93.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

想定通り

4.79

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

団体 10万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民によるまちづくり活動を推進するためには、安定的・継続的な資金支援をすることが必要であることから、補助金制度を引き続き継続して
いく。また、補助金以外でも自立に向けた支援策を合わせて実施する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 165 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 公募補助金制度の運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,340 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41201 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民活動団体が自立して継続的に活動できるよう、団体の基盤強化が図れるような支援に取り組みます。ま 市民活動団体に活動資金の支援をするこ



や賠償責任を負った場合の補償制度を運用することにより、積極的に活動へ参加す
施策目的・

(2)目的 た、あびこ市民活動ステーションを中心に市民活動支援事業を展開するとともに、公募補助金制度等による 事業目的 ることができ、また市民活動団体が安心して活動することができる。
展開方向

支援も行います。さらに、市民活動団体や自治会、まちづくり協議会等との連携を図ります。
我孫子市市民公益活動補償制度実施要綱に基づき、市民活動への参加者の活動中の傷害等（熱中症や食中毒 ・契約：４月１日予定
を含む）や、市民団体が第三者に対して損害賠償責任を負うこととなった場合に補償する。 ・通年：保険会社への事故報告及び請求書の提出等の事務。
対象）傷害：5名以上で構成する市民活動団体/市事業に関わる市民（運営側のみ）　賠償責任：市民活動団 当該年度 　　　　庁内各課や市民からの相談対応。
体 執行計画

(3)事業内容 内　　容 内容）傷害：通院（日額2千円）入院（日額3千円）死亡500万円（熱中症食中毒の場合は３００万円）
　　　賠償責任：身体賠償　1事故3億円　1名6000万円　限度額
　　　 補償件数（傷害保険と賠償保険の支払件数計） 想定値 20当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補償制度に基づき、補償すべき傷害・賠償責任についてすべて補償する。 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100 100

令和 2年度 同上 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100

令和 3年度 同上 直接 補償割合（補償件数（支払い件数）/申請件数×100） ％ 100

市民公益活動補償制度の運用については、現在、補償対象となっている市民活動への参加者や指導者、補償の範囲となっている
(7)事業実施上の課題と対応 傷病などを、実績を踏まえた上で十分に精査し、効率的な運用が図れるよう検討していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

保険料（９月補正） 1,762 保険料 2,441 1,492 保険料 保険料 2,441
消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2  ９月補正（保険料1,492） △949 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2
調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 300 消耗品費（チラシ用カラーペーパー） 2 2 調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306 調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306
調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 300 調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306 288 調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306 調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306

調整業務を行う２号嘱託職員0.12人 306 104

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,364 合　　計 2,106 1,886 合　　計 614 合　　計 3,055
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,364 2,106 1,886 614 3,055

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 600 612 612 600 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,124 3,866 3,646 2,374 3,055
(11)単位費用

164.96千円／件 193.3千円／件 520.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

福祉や環境、教育などさまざまな課題を解決に向けて活動を展開している中、市民の自主的なまちづくり活動を一層しや ●①事前確認での想定どおり
すくなるよう支援が必要である。また、市事業への市民参画が進むなか、参画する市民の傷害等に対して効率的に補償制 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 度を運用していく必要がある。市では、市民公益活動補償制度を設け、保険会社と契約し活動中の傷害等に対して補償し ○要
   背景は？(事業の必要性) ている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民が安心して自主的なまちづくり活動に取り組めるように、支援が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった ・市は、５人以上の団体（ＮＰＯ・自治会等）が行う公益的

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 な活動中の傷害事故や損害賠償等に対応する保険を保険会社
□その他 　促進された と契約し、事故が発生した際に補償金の支払い手続きを行う

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ・市以外で、公益的な活動をする団体を対象とした補償制度 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された を維持することは困難である。 ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 事業の周知はホームページなどを活用し、チラシの印刷など チラシの発行は、必要な枚数とし、ホームページや自治会便 ●①想定どおり
□②生き物と共存している は最小限に抑えている。 利帳へ掲載し省資源化に努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に基づき適正に処理したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,866 258 3,646 94.31
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

6.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.59

％ 10万円 2.74 105.79

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
平成28年度に、より効果的・効率的な事業となるよう過去の実績や運用状況などから補償内容を精査し、範囲を見直した。今後も、市民の活動
を活性化させるうえで必要な事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 166 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動補償制度の運用 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,815 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 3,866 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41201 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民活動団体が自立して継続的に活動できるよう、団体の基盤強化が図れるような支援に取り組みます。ま 市民が市民活動中に傷害



動ステーション指定管理者が実施する施設運営（市民公益活動支援事業を含む）を監理し、市民のま
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 ちづくり活動の活性化が図れるようにする。
展開方向

団体の情報を提供します。
〇　指定管理者により施設の管理運営及び市民公益活動支援事業を行う。 〇通年：指定管理者との調整
＜施設＞開館時間：９時～２１時（第２・４月曜日と年末年始は休館）夜間（１７時以降）予約制。 〇６月：指定管理者選考委員会（Ｈ３０実績報告・評価）
・会議スペース（２）作業室、印刷機、コピー機、備品ロッカー、メールボックス、パソコン、私書箱。 当該年度 〇４月～９月：次期指定管理者選考委員会（選考基準承認・書類選考・ヒアリング・承認）
・コミュニティオフィス、掲示板、図書の貸出・閲覧による情報提供。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ＜市民公益活動支援事業＞
・市民公益活動に関する相談（市民活動インターンシップ、子どもを対象としたボランティアＮＰＯ体験事
業など）、市民公益活動の参加促進（市民のチカラまつり、市民・団体向け講座の実施）、市民公益活動に 市民活動ステーションの延べ利用件数 想定値 4,000当該年度
関する情報発信や交流事業など。 単位 件

活動結果指標 実績値 6,766

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 6,766 4,000

令和 2年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 7,000

令和 3年度 市民のまちづくり活動が活性化している。 間接 市民活動ステーションの年間利用件数 件 7,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

委託料 15,024 委託料 14,896 14,896 委託料 14,896 委託料 14,896
指定管理者選考委員会報酬 28 指定管理者選考委員会報酬 56 53 指定管理者選考委員会報酬 28 指定管理者選考委員会報酬 28

【債務負担】2020年度～2024年度
　

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,052 合　　計 14,952 14,949 合　　計 14,924 合　　計 14,924
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,052 14,952 14,949 14,924 14,924

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.26 0.26 0.26 0.26 0
正職員人件費 2,288 2,288 2,288 2,288 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 17,340 17,240 17,237 17,212 14,924
(11)単位費用

3.33千円／件 4.31千円／件 2.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民によるまちづくり活動は、幅広い分野で広がりを見せている。しかし、人材や活動資金の不足、事務機能が整備され ●①事前確認での想定どおり
た活動拠点がない等の課題を抱えている。課題を解決するためには、単なる会議スペース等の提供だけではなく、市民活 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 動支援に特化した専門的な情報提供などを含めて、支援できる施設が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民公益活動の必要性が増すなかで、市民活動支援に特化した活動拠点である施設は、市内の市民活動団体にとってニー
ズが高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 拠点施設の機能強化

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・これから活動を始めたい人への相談対応や情報提供、既存
□その他 　促進された 団体へのつなぎができる体制づくり

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ・市民活動支援を行う組織が相互に情報交換し、必要に応じ
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された て連携できる環境づくり ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民活動ステーションの管理運営については、指定管理者制 指定管理者が主体となり事業を実施した。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 度を導入している。市民から委員を選出し、指定管理者等選 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り 考委員会を開催し、指定管理者からの報告を受けて審査して ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している いる。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 施設の節電や紙の使用量の低減、再利用に努めている。 利用予約のない夜間は、閉館し節電に努めた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
6,766 4,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

登録団体による継続的及び活発な利用があったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 6,766 169.15
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 17,240 100 17,237 99.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.58

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 会議室の利用だけでなく、オープンスペースやコミュニ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ティオフィスについても市民活動の拠点として機能して

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.2 いるため。

件 10万円 39.25 169.18

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指定管理者による事業展開が評価されている結果、利用者の増にもつながっている。今後も指定管理者選考委員会の中で事業を精査し、より拠
点施設としての機能が充実するよう努めていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 171 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民活動ステーションの監理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,240 千円 (うち人件費 2,288 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり協 市民活



施設の適切な維 近隣センターを活動拠点として、地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりの推進を図るため、
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 まちづくり協議会の活動に対し委託を行う。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
　コミュニティ活動を活性化するために、各区域のまちづくり協議会へ事業委託し、区域に合ったコミュニ 平成３１年４月　各まちづくり協議会へ運営業務委託を行う。
ティ事業を行う。
　事業内容は、各まちづくり協議会が企画から実施までを区域の特性を活かし行うこととしている。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

まちづくり協議会主催事業数 想定値 71当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 67

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 94 100

令和 2年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 100

令和 3年度 まちづくり協議会主催の事業計画どおり、事業を行い、地域の活性化を図る。 間接 まちづくり協議会主催事業実施率 ％ 100

まちづくり協議会役員の担い手が不足している。また、役員の高齢化が懸念されている。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

布佐南地区まちづくり協議会 6,775 布佐南地区まちづくり協議会 6,908 6,005 布佐南地区まちづくり協議会 7,100 布佐南地区まちづくり協議会 7,300
天王台北地区まちづくり協議会 6,854 天王台北地区まちづくり協議会 6,600 5,367 天王台北地区まちづくり協議会 6,800 天王台北地区まちづくり協議会 7,000
根戸地区まちづくり協議会 6,548 根戸地区まちづくり協議会 6,613 6,027 根戸地区まちづくり協議会 6,800 根戸地区まちづくり協議会 7,000
新木地区まちづくり協議会 7,231 新木地区まちづくり協議会 7,381 6,966 新木地区まちづくり協議会 7,600 新木地区まちづくり協議会 7,800
湖北台地区まちづくり協議会 8,166 湖北台地区まちづくり協議会 8,278 8,047 湖北台地区まちづくり協議会 8,500 湖北台地区まちづくり協議会 8,700
久寺家地区まちづくり協議会 6,417 久寺家地区まちづくり協議会 6,066 5,115 久寺家地区まちづくり協議会 6,200 久寺家地区まちづくり協議会 6,400
こもれびまちづくり協議会 10,577 こもれびまちづくり協議会 10,833 10,414 こもれびまちづくり協議会 11,000 こもれびまちづくり協議会 11,200

実施内容 我孫子南まちづくり協議会 7,646 我孫子南まちづくり協議会 7,870 7,358 我孫子南まちづくり協議会 8,000 我孫子南まちづくり協議会 8,200
ふさの風まちづくり協議会 6,688 ふさの風まちづくり協議会 6,840 6,762 ふさの風まちづくり協議会 7,000 ふさの風まちづくり協議会 7,200

(8)施行事項
費　　用 我孫子北まちづくり協議会 11,690 我孫子北まちづくり協議会 11,212 9,966 我孫子北まちづくり協議会 11,400 我孫子北まちづくり協議会 11,600

調整業務を行う2号嘱託職員0.35人 798 調整業務を行う2号嘱託職員0.3人 826 734 調整業務を行う2号嘱託職員0.3人 826 調整業務を行う2号嘱託職員0.3人 826
調整業務を行う臨時職員0.35人 714 調整業務を行う臨時職員0.5人 86 74

予算(決算)額 合　　計 80,104 合　　計 79,513 72,835 合　　計 81,226 合　　計 83,226
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 80,104 79,513 72,835 81,226 83,226

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 1.05 1.05 0.7 0
正職員人件費 6,160 9,240 9,240 6,160 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 798 826 826 798 0
臨時職員賃金額 714 86 86 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 86,264 88,753 82,075 87,386 83,226
(11)単位費用

1,078.3千円／件 1,250.04千円／件 1,225
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域コミュニティの推進を図るため、近隣センターを活動の拠点として地域コミュニティ活動を実施しているまちづくり ●①事前確認での想定どおり
協議会へ委託することにより、地域コミュニティの活性化やまちづくりの活性化を図る。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域コミュニティの活動拠点として、地域コミュニティの活性化が図れている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった まちづくり協議会に施設運営業務委託費を交付している。ま

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ちづくり協議会の自主財源だけでは管理運営が困難である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 近隣センターの管理運営をまちづくり協議会に委託している 地域の特性を活かしたイベントの開催 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 。 近隣センターの管理業務 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電気・ガス・水道使用量の節減に努めている。 節電の実施 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
94 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響で、実施できなかったイベントもあったが、概ね各ま
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 94 94

ちづくり協議会が当初予定した事業を実施し、積極的に取り組んだため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 88,753 △2,489 82,075 92.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円 0.11 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
地域コミュニティを活性化させるためにも、近隣センターを活動拠点として、施設運営をまちづくり協議会に委託し、今後も引き続き推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 172 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 まちづくり協議会への近隣センター施設運営業務委託 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 88,753 千円 (うち人件費 9,240 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市コミュニティ整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ



福祉の増進を図る場として施設を管理する。
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
市民の文化拠点及び交流拠点施設として、効果的な運営を図るため、指定管理者による管理運営を行う。 ・年間を通して指定管理者からの報告や履行確認を行う。
我孫子市民プラザの老朽化した空調設備の更新工事を行う。 ３１年４月　　　協定書締結

当該年度   　　６月　　　選考委員会を開催（平成30年度実施報告、履行確認・評価）
執行計画 ３２年２月　　　選考委員会を開催（平成32年度事業計画・承認）

(3)事業内容 内　　容 ・空調設備更新工事
３１年　　　　　空調設備更新工事設計・監理業務委託
有料室の利用件数 想定値 3,300当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 3,118

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 直接 有料室の稼働率を上げる。 % 66 71

令和 2年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会等により、サービスを向上し稼動率を上げる。 － 有料室の稼働率を上げる。 % 72

令和 3年度 指定管理者による自主事業や利用者へのアンケート実施、利用者懇談会 － 有料室の稼働率を上げる。 % 73
等により、サービスを向上し稼動率を上げる。
ホールの夜間の利用率が低いという課題があったことから、指定管理者と協議の上、夜間の半面利用や夜間の時間帯に自主事業

(7)事業実施上の課題と対応 を実施するなど、対策を工夫しているが、さらなる活用方法について検討が必要である。 代替案検討 ●有 ○無
施設設備の老朽化に伴い、大規模修繕が必要となってきている。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

選考委員会報償費 56 選考委員会報償費 28 28 選考委員会報償費 28 選考委員会報償費 56
共益費 28,707 共益費 28,973 28,973 共益費 29,238 共益費 29,238
管理料 34,393 指定管理料 34,009 34,009 指定管理料 33,821 指定管理料 33,865
備品修繕費 50 備品修繕費 45 44 備品修繕費 45 備品修繕費 50
施設修繕費 191 施設修繕費（流用367） 540 535 施設修繕費 200 施設修繕費 200
使用料及び賃借料 463 使用料及び賃借料 482 480 使用料及び賃借料 473 使用料及び賃借料 387
備品購入費 150 備品購入費 212 75 備品購入費 150 備品購入費 150

実施内容 ＊ 空調設備更新工事設計委託料 499 499 ＊ 空調設備更新工事 19,488
（補正△966）

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 64,010 合　　計 64,788 64,643 合　　計 83,443 合　　計 63,946
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 64,010 64,788 64,643 83,443 63,946

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.36 0.36 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,168 3,168 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 67,530 67,956 67,811 86,963 67,466
(11)単位費用

22.51千円／件 20.59千円／件 21.75
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

指定管理者制度を導入することにより、財政支出の経費削減と良質な公共サービスの提供が図れる。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

指定管理者制度導入により、財政支出の経費削減と良質な公共サービスの提供を図ることができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の施設を有効に活用し、市民生活の向上を図る。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 公の施設であるため □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 選考委員に市民が参加したことにより、市民の視点からの意 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 見を効率よく反映できた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
選考委員会の委員については、４名の市民委員に委嘱し、市民からの視点や意見を取り入れている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 指定管理者が空調の設定温度を定め、さらに省エネに努めて 利用者の利便性を損なわないことを前提に、空調温度の設定 ●①想定どおり
□②生き物と共存している いる。 や照明器具の消灯などを行い、経費削減に取り組んだ。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
66 71 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設予約システムの普及により、利用団体が増加している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 66 92.96
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 67,956 △426 67,811 99.79
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.1

% 10万円 0.1 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指定管理者制度を導入したことで、民間企業等の創意工夫により、利用しやすい施設に向上しているため、引き続き推進していく。また、利用
率を上げていくためにも自主事業等の検討が必要である。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 175 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民プラザの施設運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.36 人）
(1)事業概要

(当　初) 68,555 千円 (うち人件費 3,168 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 67,956 千円 (うち人件費 3,168 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ施設の適切な維 市民の文化の向上及び



ターなどのコミュニティ施設の適切な維 既に整備されている近隣センター１１館（我孫子北近隣センターつくし野館含む）及び市民センター２館の
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 施設維持管理を行う。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
我孫子市コミュニティ整備計画変更計画書等で整備された施設の利用者が安全・安心、快適に利用できるよ 通常の維持管理のほかに、施設利用者やまちづくり協議会から要望があり、かつ、施設利用に支障のある箇
う、各施設の耐用年数や運用実態を考慮し、維持管理を行う。また、施設利用者やまちづくり協議会からの 所について修繕を行う。
要望を全体最適となるよう整理検討し、これに対応する。 当該年度 〇用地の寄付に伴い、近隣センターふさの風の駐車場として活用するため駐車場用地として整備する。

執行計画 〇根戸近隣センターの老朽化に伴い、外壁及び屋根の修繕を行うため、設計を委託する。
(3)事業内容 内　　容 〇布佐市民センターステーションホールの高圧ケーブルが耐用年数を経過しているため、交換する。また、

波及事故を防ぐために地中線用負荷開閉器の設置工事を行う。
有料室稼働率 想定値 50当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値 47

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる。 ％ 47 50

令和 2年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる 51

令和 3年度 施設の利用者が快適に利用できるよう維持管理を行い、サービスの向上を促し、稼働率を上げる。 直接 有料室稼働率を上げる。 52

施設の老朽化及び耐用年数の経過が進み、施設の大規模修繕が必要となる近隣センターが多いうえ、施設備品についても同様な
(7)事業実施上の課題と対応 傾向にある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費 30,145 需要費（流用62） 29,863 27,963 需用費 30,000 需用費 30,000
役務費 1,954 役務費 1,994 1,969 役務費 2,000 役務費 2,000
委託費 51,284 委託費（補正△1,580）（流用694） 53,037 52,247 委託費 54,000 委託費 54,000
使用料及び賃借料 24,242 使用料及び賃借料（流用△62） 24,499 24,187 使用料及び賃借料 25,000 使用料及び賃借料 25,000
備品購入費 1,300 備品購入費 1,170 804 備品購入費 1,500 備品購入費 1,500
負担金補助及び交付金（我孫子南近隣Ｃ 29,469 負担金補助及び交付金 27,395 24,494 負担金補助及び交付金 30,000 負担金補助及び交付金 30,100
原材料費 50 原材料費 50 0 原材料費 50 原材料費 50

実施内容 償還金及び割引料 20 償還金及び割引料 10 0 償還金及び割引料 10 償還金及び割引料 5
管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,367 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,414 1,414 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,414 管理業務を行う2号嘱託職員0.6人 1,500

(8)施行事項
費　　用 管理業務を行う臨時職員0.6人 1,223 管理業務を行う臨時職員職員0.5人 86 74 ＊ 根戸近隣センター外部改修工事 28,084

＊ 一般コミュニティ助成事業（９月補正） 2,300 ＊ こもれび危険木伐採業務委託 2,272 2,150
＊ 根戸近隣センター外部改修工事に伴う 2,182 2,182

設計業務委託（補正△786）
＊ ふさの風駐車場整備工事費 1,021 821
＊ ふさの風駐車場看板設置 50 50
＊ 布佐市民センターステーションホール 2,189 2,052

受変電設備更新工事
＊ 近隣センターパソコン購入費 965 615

予算(決算)額 合　　計 143,354 合　　計 148,197 141,022 合　　計 172,058 合　　計 144,155
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 90 ％ 2,600 1,900 充当率 90 ％ 25,200 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 141,054 124,571 139,122 125,832 123,129

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 2,300 □特会 □受益 □基金 ■その他 21,026 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026 □特会 ■受益 □基金 □その他 21,026
換算人数(人) 0.8 1.13 1.13 1.1 1.1
正職員人件費 7,040 9,944 9,944 9,680 9,680

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,367 1,414 1,414 1,414 1,500
臨時職員賃金額 1,223 86 86 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 150,394 158,141 150,966 181,738 153,835
(11)単位費用

3,007.88千円／施設 3,162.82千円／施設 3,212.04
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

整備後十数年を経過している施設が多く、老朽化及び耐用年数の経過が進み、利用者からの施設に対する苦情や要望が多 ●①事前確認での想定どおり
く寄せられている。このため、これに対する施設の修繕や備品の買替えが生じているため、早急に対応しなければならな ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設の老朽化及び耐用年数が進み、修繕等に多額の費用が生じたが、利用者の安全や快適性に支障をきたさないよう優先
順位をつけて修繕を実施できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共施設であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 区域住民で構成されているまちづくり協議会に管理運営を委 区域住民で構成されているまちづくり協議会に近隣センター ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 託している。 の運営を委託している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 電球を間引き、照明をこまめに消灯し、節電に努めている。 利用者に影響がない範囲で節電を行った。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
47 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

予約システム導入に伴い、利用団体が増加したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 47 94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 ■⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 158,141 △7,747 150,966 95.46
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△5.15

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円 0.03 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も地域コミュニティの活動拠点として、まちづくり協議会に施設の管理運営を委託するとともに、利用者の利便性を向上する予約システム
を適正に維持管理していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 176 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民・近隣センター等施設維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.13 人）
(1)事業概要

(当　初) 159,813 千円 (うち人件費 9,944 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 158,141 千円 (うち人件費 9,944 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市コミュニティ整備計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣セン



・親睦や地域の課題解決などの取り組みの充実を図る。
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会活動助成金 【自治会活動助成金】Ｈ３１年３月末に自治会長へ申請書一式送付。Ｈ３１年４月１日～６月３０日まで受
自治会活動に対し、１世帯３００円の助成金の交付をする。 付予定（未提出自治会には電話、郵送にて再度確認）

当該年度 【自治会支援事業】市所有管理の青山台自治会集会所法面について、適正な管理を行うため草刈り業務を委
執行計画 託する。

(3)事業内容 内　　容

自治会加入世帯数 想定値 42,800当該年度
単位 世帯

活動結果指標 実績値 42,143

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自治会加入世帯数を増やし、地域の防災･防犯など身近な課題に対応していく。 直接 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 71 73

令和 2年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 74

令和 3年度 自治会活動の充実及び自治会加入促進 － 全世帯のうち自治会加入世帯の割合 % 75

自治会がより一層地域のさまざまな課題解決に取り組むことができるように助成金を有効かつ効果的に活用できるように検討す
(7)事業実施上の課題と対応 る必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

活動助成金 12,780 活動助成金 12,840 12,625 活動助成金 12,840 活動助成金 12,840
消耗品費 19 消耗品費 18 5 消耗品費 18 消耗品費 18

＊ 委託料（草刈委託料） 288 ＊ 委託料（草刈委託料） 151 126 委託料（草刈委託料） 151 委託料（草刈委託料） 151
旅費 2 旅費 2 0 旅費 2 旅費 2
調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 475 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 454 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484
調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 475 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 164 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484 調整業務を行う２号嘱託職員0.19人 484

＊ 一般コミュニティ助成事業（6月補正） 2,500 2,500
実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 14,039 合　　計 16,479 15,874 合　　計 13,979 合　　計 13,979
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,989 13,929 13,374 13,979 13,979

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 50 □特会 ■受益 □基金 ■その他 2,550 2,500 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 950 968 968 950 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,679 19,119 18,514 16,619 13,979
(11)単位費用

0.39千円／世帯 0.45千円／世帯 0.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりや身近な環境改善活動を自主的に行う自治会などの組織に対し、市 ●①事前確認での想定どおり
が支援していくことが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域住民相互のふれあいを促進し、地域のまちづくりや身近な環境改善活動を自主的に行う自治会に対し、市が支援して
いくことは必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域住民相互のふれあい・環境改善活動を行う自治会に対し

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、１世帯あたり３００円の助成を行いことにより、自治会等
□その他 　促進された の活動や地域コミュニティの活性化が図れる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
71 73 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市内転入者へ自治会加入案内を配布し自治会への加入を促しているが、加入は任
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 71 97.26

意であることから、仕事の都合や高齢化などにより未加入世帯も増えている。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 19,119 △2,440 18,514 96.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△14.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.38

% 10万円 0.38 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自治会活動の維持と地域まちづくりのために必要不可欠であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 179 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会活動助成事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,619 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 19,119 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 自治会の地域住民相互の交流



や交流を促進し、身近な活動拠点を整備するため、自治会集会施設の修繕や整備に対し支援する
施策目的・

(2)目的 集会施設の改修・整備への支援を行います。また、自治会やまちづくり協議会がさまざまなコミュニティ活 事業目的 。
展開方向

動を行えるよう、市のウェブサイトやＳＮＳ等を活用しながら情報提供や相談対応を充実します。
自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会から申請された集会施設の新設、増築若しくは修 自治会から事前に協議が出された新築事業、借地・借家事業に対し補助金として交付する。
繕又は集会施設を設置するための借家若しくは集会所用地を確保するための借地に対し補助金を交付する。 【並木八丁目自治会集会所新築事業】
【補助内容】（次の金額を上限とし、補助対象経費の１０分の７を補助する） 当該年度
・新築事業１５，０００千円 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・増改築事業５，０００千円
・修繕事業２，０００千円
・借家事業１００千円／月 補助金の交付件数 想定値 20当該年度
・借地事業２００千円／年 単位 件

活動結果指標 実績値 20なお、湖北地区については、湖北区域における集会施設の整備方針に基づき予算化していく。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100 100

令和 2年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

令和 3年度 補助金交付対象に補助金を交付し、施設等の活動拠点の整備を支援する。 直接 補助金申請の交付率 % 100

年数の経過による施設の老朽化が進み、施設の修繕、空調機器や備品などの買い替えが生じ、自治会からの申請件数も増加して
(7)事業実施上の課題と対応 おり、今後多額の経費が係る見込みである。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

集会所整備事業等補助金（借地借家） 6,204 集会所整備事業等補助（借地借家） 6,764 6,764 集会所事業等補助金（借地借家） 6,830 集会所事業等補助金（借地借家） 6,830
＊ 集会所整備事業等補助（新築）並木８ 13,220 13,220 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459

＊ 集会所整備事業等補助金（修繕）菱田 640 丁目自治会 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459
調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 430
調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 459 156

　3月補正（集会所整備事業等補助）
実施内容 調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 450 　　借地借家△ 66千円

調整業務を行う２号嘱託職員0.18人 450 　　新築　　△340千円
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,744 合　　計 20,902 20,570 合　　計 7,748 合　　計 7,748
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,744 20,902 20,570 7,748 7,748

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 900 918 918 900 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,384 23,542 23,210 10,388 7,748
(11)単位費用

519.2千円／件 1,177.1千円／件 1,160.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

身近な活動拠点を整備するため、自治会集会所整備事業等補助金交付要綱に基づき、自治会活動の支援として集会施設の ●①事前確認での想定どおり
新築、老朽化した施設に対する修繕、施設の借家、借地などに対し補助を行なう必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

自治会活動の支援として、集会所の新設、増改築、老朽施設の修繕、施設の借家・借地などの補助金を交付することによ
り、地域コミュニティ活動の向上につながった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 自治会等の活動拠点になる施設の整備に補助金を交付するこ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 とで、地域住民相互のふれあいや環境改善活動が活発に行わ
□その他 　促進された れ、地域コミュニティの向上が図られる。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市民参加や協働を行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

前年度に事前協議を行っているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,542 △13,158 23,210 98.59
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△126.71

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.42

% 10万円 0.43 102.38

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自治会活動は、地域コミュニティ活性化のために不可欠であり、その拠点となる自治会集会所の整備は施策として必要であることから引き続き
、推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 180 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 自治会集会所整備事業等補助金の交付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 23,948 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 23,542 千円 (うち人件費 2,640 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41301 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域のさまざまな課題に地域住民が協力して取り組み、住みよい環境づくりができるよう、自治会の活動や 地域の活動



くり協議 地域のコミュニティ活動を活発化するとともに、地域で支え合うしくみづくりをすすめ地域にあったコミュ
施策目的・

(2)目的 会、地区社会福祉協議会、市民活動団体、事業者などの多様な主体と連携するしくみとして「地域会議」の 事業目的 ニティを展開する。
展開方向

設置に取り組みます。
地域コミュニティ活性化基本方針に基づき、地域課題に取り組む地域会議を設置し、地域で支え合うしくみ 〇地域会議:新たに開催する地区との調整、地域会議の実施・講演会・検証　
を設けるとともに、コミュニティ活動を活性化するため、コミュニティ活動に関する情報発信を充実する。 〇コミュニティ活動に関する情報発信の充実
また、地域会議に対応するために、庁内関係課と連携を図り、地域会議の検証を行う。 当該年度 ・年１回　広報あびこを活用し地域会議等の取組状況を掲載。
なお、「職員研修の実施」事業については、当事業の一環であることからＨ３１から「地域コミュニティ活 執行計画 ・随時　　我孫子市ホームページを活用し地域会議等の取組情報を公開。

(3)事業内容 内　　容 性化の推進」事業に統合する。
〇地域会議
・設置に至らない地区に対し、地域会議の必要性について説明を行い、設置を促していく。また、既に設置 地域コミュニティ活性化にかかる新たな事業数 想定値 5当該年度
している地区の会議の進め方・あり方、行政の支援などの検証を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 5・我孫子市地域コミュニティ活性化地域会議事務局運営費補助金交付要綱により事務局を支援する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 5 6

令和 2年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 6

令和 3年度 市内に地域コミュニティ活性化のための地域で支え合うしくみが設けられている。 直接 地域会議の設置数 地域 6

事務局となるまちづくり協議会役員の高齢化、担い手不足の状況の中、地域会議の業務が加わることに懸念を示していることや
(7)事業実施上の課題と対応 、すでに自治会懇談会など地域の課題や情報を得る事業を進めているまちづくり協議会もあることから、地域会議設置における 代替案検討 ○有 ●無

賛同を得ることが難しい。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地域会議講演会講師報償費 60 地域会議事務局運営費補助金６地区 1,720 719 地域会議事務局運営補助金６地区 1,720 地域会議事務局運営費補助金６地区 1,720
地域会議事務局運営費補助金６地区 1,790 地域コミュニティに関する講演会講師 113 110 地域会議講演会講師報償費 60 地域コミュニティに関する講演会講師 113
研修旅費 9 報償費 研修旅費 7 報償費

研修旅費 7 0 2号嘱託職員（0.05人） 115 研修旅費 7
2号嘱託職員（0.05人） 115 115 2号嘱託職員（0.05人） 115

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,859 合　　計 1,955 944 合　　計 1,902 合　　計 1,955
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,859 1,955 944 1,902 1,955

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.05 1.42 1.42 1.42 1.42
正職員人件費 9,240 12,496 12,496 12,496 12,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 115 115 115 115
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,099 14,451 13,440 14,398 14,451
(11)単位費用

3,699.67千円／件 2,890.2千円／件 2,688
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

少子高齢化や人口減少が進む中、地域のくらしにはさまざまな課題が生まれ、従来のコミュニティづくりの取り組みでは ●①事前確認での想定どおり
対応が難しい状況になる。今後は、分野別の取り組みに加えて、地域全体でつながり、地域の課題に取り組むことが必要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ である。コミュニティ活動を担う団体を活性化するとともに地域にあったコミュニティづくりのしくみづくりが必要とな ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地域全体でつながり、地域の課題に取り組むという地域にあったコミュニティづくりのしくみづくりが必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市全体にかかる地域コミュニティを視点としたまちづくりの

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 考え方は企業等にはできない。
□その他 　促進された ホームページやイベントを活用することで、広く市民に周知

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した した。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域のさまざまな団体が地域会議に参加し、事業を実地。 地域会議の運営は地域住民が主体であるため、自治会をはじ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り めとしたさまざまな団体（市民）が地域会議に参加した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(地域) 目標値(b)(地域) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(地域) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 6 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

事務局の立ち上げに時間を要している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 83.33
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,451 △3,352 13,440 93
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△30.2

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

地域 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢化や人口減少などの社会環境の変化に対応していくため、地域コミュニティ活性化の基本的な考え方を明らかにした基本方針に基づき、コ
ミュニティ活性化を今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1908 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域コミュニティづくりの推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 地域コミュニティ活性化の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1.42 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,451 千円 (うち人件費 12,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 82001 重点２ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地域コミュニティを活性化するため、地域コミュニティ活性化基本方針に基づき、自治会やまちづ



するにあたり、市民の暮らしが豊かで便利になるよう、施設の運営、
施策目的・

(2)目的 持管理を行うとともに、より利用しやすい施設運営に努めます。また、近隣センター利用者の利便性を向上 事業目的 管理をする。
展開方向

するために導入した、インターネットによる予約システムを適正に維持管理していきます。
平成３０年度に策定したけやきプラザ１１階の活用方針に基づき、婚活事業、学習支援、フリーススペース 子ども食堂を実施する事業者が決定するまでは、社会福祉課と連携しながら、少子化対策プロジェクトで提
「手賀沼のうなきちさん家」として活用していく。 案された婚活事業（週2日程度）や学習支援事業、フリースペースとして市民に一般開放する。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

１時間あたりのフリースペース平均利用者数 想定値 9当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設の維持管理 直接 １時間あたりのフリースペース平均利用者数 人 8 10

令和 2年度 活用方針に基づき事業を展開する。 直接 １時間あたりのフリースペース平均利用者数 人 10

令和 3年度 有効活用する事業を展開する。 直接 １時間あたりのフリースペース平均利用者数 人 10

けやきプラザ１１階活用方針に基づいた事業を展開するにあたり、関係課との連携が必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品 20 消耗品 15 0 消耗品 15 消耗品 15
清掃委託料 252 清掃委託料 166 166 清掃委託料 168 清掃委託料 168
管理委託料 1,285 管理委託料 1,458 1,420 管理委託料 1,492 管理委託料 1,492

実施内容
＊

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,557 合　　計 1,639 1,586 合　　計 1,675 合　　計 1,675
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,557 1,639 1,586 1,675 1,675

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 3,080 3,080 3,080 3,080

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,637 4,719 4,666 4,755 4,755
(11)単位費用

356.69千円／人 524.33千円／人 388.83
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

けやきプラザ１１階の利用方針において、婚活事業、学習支援のほか、事業の実施がない日は市民に開放して有効活用す ●①事前確認での想定どおり
ることが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

婚活事業や学習支援を実施し、それらを実施しない日はフリースペースとして開放した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった けやきプラザ１１階部分は我孫子市専有部分であり、その活

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 用方針については、市で定める必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 節電に努める 節電の実施 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

結婚相談所、学習支援事業、子ども食堂の事業を行うことで、以前よりも幅広く
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 120

市民の方に認知されたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,719 △82 4,666 98.88
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△1.77

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 効率良く事業を実施したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.21

人 10万円 0.26 123.81

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
けやきプラザは利便性に優れた施設ではあるが、施設の性質上、民間企業等の参入が困難であることから、今後も市の事業を継続しながらより
有効に活用できるよう検討していく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2104 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 けやきプラザ１１階の施設運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,719 千円 (うち人件費 3,080 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41302 重点なし ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

まちづくり協議会などのコミュニティ活動を支えるため、近隣センターなどのコミュニティ施設の適切な維 けやきプラザ１１階の施設を有効活用



市民公益活動への理解を広げていくとともに、活動に関心を持つ人や参加する人を増やします。また
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的 、市民活動団体に役立つ情報を提供できるよう、市民公益活動に関する情報を収集し、効率よく発信できる
展開方向

団体の情報を提供します。 よう工夫します。
〇市民への情報発信の強化 通年：市民公益活動に関する情報を適宜発信
　・広報あびこ特集記事の掲載 ９月：広報あびこ特集記事の掲載
　・市内公共施設への市民公益活動ＰＲ展示 当該年度 ９月：市内公共施設への市民公益活動ＰＲ展示
　・市民公益活動特集ガイドブックの作製 執行計画

(3)事業内容 内　　容 　・市ホームページの掲載情報整理
〇市民活動団体への情報発信の強化
　・個々の団体情報を発信できる仕組みの検討 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 想定値 65当該年度
　・市民活動団体と協力した情報発信の仕組みづくり（市民活動団体の情報収集を含む） 単位 件

活動結果指標 実績値 78

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 78 65

令和 2年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 65

令和 3年度 市民の市民公益活動に対する理解を広げ、活動に参加する人を増やす 直接 市民、市民活動団体に対して情報を発信した件数 件 65

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費（啓発用パンフレット） 15 消耗品費 6 2 消耗品費 6 消耗品費 6
消耗品費 8

調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153 144 調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153 調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153
調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 150 調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153 52 調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153 調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 153
調整業務を行う２号嘱託職員0.06人 150

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 323 合　　計 312 198 合　　計 312 合　　計 312
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 323 312 198 312 312

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 300 306 306 300 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,083 2,072 1,958 2,072 312
(11)単位費用

27.77千円／件 31.88千円／件 25.1
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市内の市民活動団体の活動への理解は徐々に広がってきているものの、市民全体に浸透したとは言えない。今後は、より ●①事前確認での想定どおり
広く市民に向けて情報発信を行い、市民公益活動への理解を広げていくとともに、活動に関心を持つ人や参加する人を増 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ やす必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市の広報での特集ページの掲載や啓発パンフレットの作成を行い、市民へ市民活動の普及・啓発を行った。また、市民活
動ステーションでも市民活動団体の情報発信を行っている。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 我孫子市の市民活動支援事業を実施する上で、市が方針を定

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 める必要がある。また、市民や市民活動団体への情報発信は
□その他 　促進された 、市民活動ステーションを中心に実施していく。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民公益活動に関する情報の収集。発言にあたっては、市民 市民及び市民活動団体への情報発信は、あびこ市民活動ネッ ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 活動団体の協力を得る。 トワークのホームページでも掲載しており、お互いに協力を ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り しながら行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 紙媒体を最小限にし電子媒体を活用する。 連絡等をメールで行うことで、無駄な紙を使用しないように ●①想定どおり
□②生き物と共存している 努めた。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
78 65 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市民公益活動に関する情報発信を積極的に行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 78 120
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,072 11 1,958 94.5
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.53

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 庁内掲示板への情報発信等を強化した

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 3.14

件 10万円 3.98 126.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後も指針に沿った事業を行っていく。また、次期改定を見越して適宜、検討を行う

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2191 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 市民公益活動に関する情報発信 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,072 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 市民公益活動支援指針

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり協 市民の



や市民公益活動に対する理解・知識の向上を図ります。
施策目的・

(2)目的 議会、自治会などのさまざまな組織や多世代が交流できる場や機会を充実するとともに、さまざまな活動や 事業目的
展開方向

団体の情報を提供します。
〇地域コミュニティに関する講演会 １０月：地域コミュニティに関する講演会
　・まちづくり活動を行っているまちづくり協議会役員や管理人などを対象に、講演会を行い、まちづくり 　
　　に対する知識を深める。 当該年度 ・地域コミュニティに関する職員研修については、隔年ごとに実施することとし、31年度は研修会は実施し
〇地域コミュニティに関する職員研修の実施（隔年実施） 執行計画 ない。

(3)事業内容 内　　容 　・主査、主査長等の職員を対象に、外部講師を招き、地域コミュニティ・協働のまちづくりについての研
　　修を行う。

研修に参加したことで、地域コミュニティに関する理解を深めた割合 想定値 97当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域コミュニティの理解を深める 直接 研修に参加したことで、地域コミュニティに関する理解が深まったと ％ 96 97
実感した参加者の割合

令和 2年度 地域コミュニティ、市民公益活動への理解を深める 直接 研修に参加したことで、地域コミュニティ、市民公益活動への理解が ％ 97
深まったと実感した参加者の割合

令和 3年度 地域コミュニティの理解を深める 直接 研修に参加したことで、地域コミュニティに関する理解が深まったと ％ 97
実感した参加者の割合

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師報償費（地域コミュニティ） 60 講師報償費（地域コミュニティ） 60
嘱託職員人件費0.05人 116 嘱託職員人件費0.05人 115

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 176 合　　計 0 0 合　　計 175 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 176 0 0 175 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.02 0 0 0 0
正職員人件費 176 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 116 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 352 0 0 175 0
(11)単位費用

3.59千円／％ 0千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民活動団体のまちづくりへの関わりが増える中、市民活動団体と市の関係課が、協力・連携する機会がより増えると想 ●①事前確認での想定どおり
定される。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 職員アンケートによると、回答者の７割以上が地域の活動に関わった経験をもっているが、その多くは自治会・町内会や ○要
   背景は？(事業の必要性) ＰＴＡへの参加で、市民活動団体に関わった経験のある職員は少ないことから、職員研修を実施し、市民公益活動への理 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

解・知識の向上を図っていく必要がある。 主査・主査長の職員を対象とした研修は、平成３１年度は当初から実施しない予定だったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 初任者研修として、「協働のまちづくり」に関する研修を実

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施した。研修を受講していない主査・主査長については隔年
□その他 　促進された で実施することになったため、平成３１年度は未実施。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り まちづくりに参加しているNPOを講師に招く。 平成３１年度は未実施だったが、例年、まちづくりに参加し ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ているNPOを講師に招き、研修を実施している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
96 97 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

主査・主査長の職員を対象とした研修は、平成３１年度は当初から実施しない予
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

定だったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ●③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 0 352 0 0
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

主査・主査長の職員を対象とした研修は、平成３１年度は当初から実施
しない予定だったため。

100

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 主査・主査長の職員を対象とした研修は、平成３１年度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 は当初から実施しない予定だったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民活動団体のまちづくりへの関わりが増える中、市民活動団体と市の関係課が協力・連携する機会がより増えると想定されるため、引き続き
、主査及び主査長を対象に研修を実施していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2192 課コード 0302 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民活動支援課

個別事業 職員研修の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 0 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 41101 重点２ ○有 ●無 (計画名) 地域コミュニティ活性化基本方

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民相互の交流を活発にして、市民がまちづくり活動に参加していけるよう、市民活動団体やまちづくり協 市職員に対して、地域コミュニティ


